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01 

    ⑴ 公⺠給与の⽐較⽅法の⾒直し        ⑵ ⽉例給の引上げ        ⑶ 特別給の引上げ 
    ⑷ 諸⼿当の⾒直し（① 初任給調整⼿当 ‧ ② 通勤⼿当 ‧ ③ 宿⽇直⼿当 ‧ ④ 特地勤務⼿当等）

本年の給与報告及び勧告のポイント

⑵ ⽉例給 《Ｒ7.4〜》

⑶ 特別給 《Ｒ7.12〜》

❖ 本年４⽉分の⺠間給与を調査して公⺠⽐較
❖ ⺠間給与との較差11,325円（3.07％）を解消する

ため、若年層に重点を置きつつ、全ての職員を対象
に引上げ改定

❖ 採⽤市場での競争⼒向上のため、初任給を⼤幅に引
上げ
➢ ⼤卒  239,488円（+12,287円）
➢ 短⼤卒 224,369円（+12,274円）
➢ ⾼卒  208,343円（+12,463円）

❖ 直近１年間（昨年８⽉〜本年７⽉）の⺠間のボーナ
スの⽀給割合と職員の特別給（期末⼿当‧勤勉⼿
当）の年間の⽀給⽉数を⽐較

❖ ⺠間の⽀給割合   4.63⽉
❖ 職員の年間⽀給⽉数 4.60⽉

➢ ⺠間の⽀給状況に⾒合うよう引上げ
年間4.60⽉分→4.65⽉分（＋0.05⽉分）

➢ 引上げ分は期末⼿当及び勤勉⼿当に0.025⽉分
ずつ均等に配分

６⽉期 12⽉期

令
和
７
年
度

期末⼿当
勤勉⼿当

1.25⽉（⽀給済み）
1.05⽉（⽀給済み）

1.275⽉（現⾏1.25⽉）
1.075⽉（現⾏1.05⽉）

令
和
８
年
度

期末⼿当
勤勉⼿当

1.2625⽉
1.0625⽉

1.2625⽉
1.0625⽉

（⼀般職員の場合の⽀給⽉数）

⺠間給与
380,247円

（A）

職員給与
368,922円

（B）

較差（A-B)
11,325円【3.07％】

⑴ 公⺠給与の⽐較⽅法の⾒直し
❖ ⾏政課題の複雑化‧多様化や厳しい⼈材獲得競争を

踏まえ、国に準じ、⽐較対象企業規模を⾒直し
➢ 企業規模【50⼈以上】→【100⼈以上】
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01 本年の給与報告及び勧告のポイント

 ⑷ｰ② 通勤⼿当    《Ａ》Ｒ7.4〜 《B》Ｒ8.4〜  《Ｃ》Ｒ8.10〜 ⑷ｰ④ 特地勤務⼿当等 《Ｒ7.4〜》

❖ 国に準じ、所要の改定
➢ 特地公署等への採⽤に伴い転居した職員に対

し、特地勤務⼿当に準ずる⼿当を新たに⽀給
➢ 特地勤務⼿当‧特地勤務⼿当に準ずる⼿当の

額の算定基礎の⾒直し

⑷-① 初任給調整⼿当 《Ｒ7.4〜》

❖ 国に準じ、医師及び⻭科医師に対する初任給調整⼿
当の限度額を引上げ
➢ 医療職（⼀）の医師等

       最⾼ 416,600円 → 417,600円
➢ 医療職（⼀）以外の医師等

  最⾼    51,600円   →    52,100円

❖ ⾃動⾞使⽤者に対する通勤⼿当について、国との均
衡を考慮しつつ、職員の通勤実態を踏まえて改定
➢ 現⾏の距離区分に係る⼿当額について、⼀部

の距離区分を除いて引上げ 《A》
➢ 「100㎞以上」を上限とする新たな距離区分

（２㎞刻み）を新設（上限60,800円）《B》
➢ 駐⾞場等の利⽤に対する通勤⼿当を新設（１

か⽉当たり上限5,000円）《B》

❖ ⾃動⾞以外の交通⽤具使⽤者に対する通勤⼿当を⾃
動⾞使⽤者に対する通勤⼿当と⼀本化《A》

❖ 職員に対して適時適切に通勤⼿当を⽀給するため、
採⽤や異動の⽇から通勤⼿当を⽀給できるよう⽀給
⽅法を⾒直し《C》

⑷ｰ③ 宿⽇直⼿当 《Ｒ7.4〜》

❖ 国に準じ、勤務１回に係る⽀給限度額を引上げ
➢ 通常の宿⽇直勤務 ：4,400円→4,700円
➢ 特殊な業務を主とする宿⽇直勤務

（警察署における警備や事件の捜査等のため
の待機業務など） ：7,400円→7,700円

平均年齢 勧告前 勧告後 増減額

41.7歳 6,082,484円 6,292,930円 +210,446円

【参考】職員の平均年収（⾏政職）
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02 ⼈事管理に関する報告

⑵ 能⼒‧実績に基づく⼈事管理の推進

❖ ⼈事評価について、精度や納得性の向上に努めると
ともに、⼈事管理の基礎として⼗分に活⽤

❖ フレックスタイム制やテレワークの活⽤等、柔軟で
多様な働き⽅の実現に向けた取組の推進

❖ 育児や介護をする者を含め、誰もが能⼒を⼗分に発
揮できる職場づくり

❖ 職員の多様な活躍の場の創出に向けた適切な機会提
供や周知、職場内の理解促進

⑴ ⼈材の確保等

❖ 県職員として働く魅⼒や価値を明確化し、採⽤ター
ゲットの⼼に響く、より効果的なアプローチを実施

❖ ⺠間企業での経験等、多様な背景を持つ職員が早期
に適応し、その能⼒や知⾒を存分に発揮できるよ
う、⼈事配置や研修などの取組を充実

❖ 職員が主体的にキャリア形成を図ることのできる環
境整備と組織のパフォーマンス向上につなげる体制
づくり

❖ ⼥性職員の多様な分野への配置や管理監督職員への
登⽤、研修の充実等の⼀層の推進

⑴ ⼈材の確保等    ⑵ 能⼒‧実績に基づく⼈事管理の推進    ⑶ 時代に即した働き⽅の推進   ⑷ 勤務環境の整備等

⑷ 勤務環境の整備等

⑶ 時代に即した働き⽅の推進

❖ デジタルを活⽤した業務の効率化、柔軟な⼈事配置
による確実な業務遂⾏体制の維持‧構築

❖ 管理監督職員のマネジメント強化等による時間外勤
務等の⼀層の縮減

❖ 業務執⾏体制の⾒直し等による勤務間インターバル
の確保

❖ 産業医による⾯接指導の徹底等、職員のメンタルヘ
ルス対策の強化

❖ ハラスメントの根絶に向けた職場環境づくりの強化
❖ 職場内におけるコミュニケーションの活性化等、不

祥事の再発防⽌に向けた⾵通しの良い職場づくり
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